
［財務］

［非財務］

売上高 3,496億円
前年度比 16.2% up 

20.0%

7.4pt up 

16.4%

5.4pt up 

15.7%

5.9pt up 

自己資本当期純利益率
（ROE）

総資産経常利益率
（ROA）

電装化が進む自動車向けや情報インフラ・
産業機器向けがけん引役となり、主力商品
のコンデンサが増収。インダクタも情報機器
向けを中心に、幅広い用途分野で売上を伸
ばしました。その結果、売上高は5年連続
で過去最高を更新。2021年度は前年度比
16.2％の大幅増収となりました。

自動車、情報インフラ・産業機器などの注
力すべき市場での拡大と生産性改善活動に
よる収益性向上、利益の増加により、ROE・
ROA・ROICすべて向上しています。
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営業利益 682億円
67.3% up 

営業利益率 19.5%

6.0pt up 

673億円
27.3% up 

△506億円
19.9% down 

166億円
56.5% up 

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

フリー・キャッシュ・
フロー

幅広い用途分野の売上拡大に伴う操業度
効果と同時に、生産性改善活動の効果もあ
り、利益額、利益率ともに向上。2021年度
はいずれも過去最高を更新しました。

利益水準の向上により営業CFは増加を
続けています。一方、需要拡大に対応する
ために積極的な設備投資を行っていること
から、投資CFの支出も高水準で継続してい
ます。

■■ 営業利益（左軸）
 営業利益率（右軸）

■■ 営業活動によるキャッシュ・フロー
■■ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 フリー・キャッシュ・フロー
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研究開発費 130億円
4.4% up 

設備投資額 340億円
31.5% down 

減価償却費 312億円
6.9% up 

従業員数（連結） 22,312名
2.4% down 

従業員数（単体） 2,873名
1.3% up 

通信分野における5G向けや自動車向け
などの需要が増加していることから、ハイ
エンド商品や高信頼性商品を中心に設備投
資を行いました。また、新事業・新商品開
発を活発化する研究開発投資を継続してい
ます。

需要拡大に対応するための能力増強に伴
い、従業員の確保を継続しています。

■■ 研究開発費　■■ 設備投資額
■■ 減価償却費

■■ 従業員数（連結）
■■ 従業員数（単体）
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1株当たり配当金 80円
40円 up 

度数率※ 0.10
0.02pt up 

経営理念の1つに「株主に対する配当責
任」を掲げており、配当の増加に努めること
を基本とし、安定的な配当性向30％の実現
を目標としています。2021年度は前年度に
比べ1株当たり40円増配し、80円の配当と
しました。

2021年度は0.10となりました。全職場
でのリスクアセスメント・対策の実施ととも
に、安全意識度調査結果に基づいた従業員
の安全行動意識を高めるための取り組みや、
グループ共通対策基準に基づく設備の安全
化の取り組みなど、労働災害発生防止のた
めの対策を継続的に進めています。
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経常利益 721億円
75.0% up 

543億円
90.0% up 

総資産 4,745億円
17.3% up 

純資産 3,002億円
23.1% up 

自己資本比率 63.1%

3.0pt up 

親会社株主に帰属する
当期純利益

経常利益は為替差益などにより、前年度
に比べ大きく増加しました。親会社株主に
帰属する当期純利益も新型コロナウイルス
感染症関連損失が消失し、減損損失が縮小
したことなどから、2021年度は大幅に増加。
いずれも過去最高益を更新しました。

旺盛な需要の下で規模の拡大が続いてい
るため、総資産が増加しています。一方で、
自己資本比率は60％台を維持し、健全性を
保っています。

■■ 経常利益
■■ 親会社株主に帰属する当期純利益

■■ 総資産（左軸）
■■ 純資産（左軸）

 自己資本比率（右軸）
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2,403.20円
24.0% up 

433.46円
90.1％ up 

1株当たり純資産
（BPS）

1株当たり当期純利益
（EPS）

459×103t-CO2e

5.2％ down 

1.31
18.6％ down 

温室効果ガス（GHG）
排出量※

売上高原単位

規模の拡大や利益剰余金の増加により純
資産が増加傾向にあることから、BPSは増
加トレンドとなっています。親会社株主に帰
属する当期純利益も増加トレンドにあるこ
とから、EPSも増加傾向となっています。

2021年度はGHG排出量、売上高原単位
ともに減少しました。使用設備の省エネ化・
運転効率の向上、プロセス改善、創エネなど
の取り組みによってGHG排出量の抑制、売
上高原単位の改善に努めています。

 BPS（左軸）
 EPS（右軸）

 製造業
 太陽誘電（グループ全体）

■■ GHG排出量（左軸）
 売上高原単位（右軸）
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※ SCOPE 1（エネルギー使用による直接排出）、
SCOPE 2（エネルギー使用による間接排出）合計

※度数率= ×百万
労働災害による被災者数［休業1日以上］

在籍労働者の延べ実労働時間数

投下資本利益率
（ROIC）
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財務・非財務ハイライト 
太陽誘電株式会社および連結子会社・関連会社
各事業年度および年度末（3月31日）現在
数値一式をエクセルデータでダウンロードできます
損益計算書、貸借対照表、キャッシュ・フローなど詳しいデータは当社WEBサイトの株主・投資家情報でご覧いただけます

https://www.yuden.co.jp/jp/ir/2022ar/about/uniqueness/high_light_j.xlsx
https://www.yuden.co.jp/jp/ir/library/

